
一般競争入札による県有地の売払い応募要領

１ 入札により売払う 財産

入札により売払う 財産は以下のとおりです。詳細については、この応募要領の

物件調書をご覧く ださい。

以下のすべてを同時に売払う ものと します。 個別での売払いの申込みは受け

付けません。

２ 予定価格

209, 715, 000 円

注）・ 予定価格には敷地権に係る消費税及び地方消費税の額 19, 065, 000 円を含

んでいます。

・ 予定価格は、当該物件における最低売却価格であり予定価格から敷地権に

係る消費税及び地方消費税の額を控除した額（ 190, 650, 000 円） 未満での入

札は無効とします。

３ 入札参加者

原則として、どなたでも参加できます。詳し く は「 入札参加心得書」 第３ （ 入

札参加資格） を御覧く ださい。

なお、共有で取得を希望する場合は、入札参加資格は、入札参加申込書に共有

者それぞれの氏名、 持分を記入してく ださい。

対象財産 地目 床面積 敷地権割合 土地公簿面積

豊島区西巣鴨一丁目 2603 番１ の 83

コープ野村大塚 303 号室

居宅 54. 69 ㎡ 10 万分の 777

2, 717. 59 ㎡

豊島区西巣鴨一丁目 2603 番１ の 84

コープ野村大塚 304 号室

居宅 54. 69 ㎡ 10万分の777

豊島区西巣鴨一丁目 2603 番１ の 85

コープ野村大塚 503 号室

居宅 54. 69 ㎡ 10万分の777

豊島区西巣鴨一丁目 2603 番１ の 86

コープ野村大塚 504 号室

居宅 54. 69 ㎡ 10万分の777

豊島区西巣鴨一丁目 2603 番１ の 87

コープ野村大塚 703 号室

居宅 54. 69 ㎡ 10万分の777

豊島区西巣鴨一丁目 2603 番１ の 88

コープ野村大塚 704 号室

居宅 54. 69 ㎡ 10万分の777

豊島区西巣鴨一丁目 2603 番１ の 89

コープ野村大塚 707 号室

居宅 60. 20 ㎡ 10万分の 868



４ 入札参加申込書の受付期間、場所等

(1) 受付期間

令和７年９月９日（火）から令和７年 10 月１日（水）までの午前９時から

午後５時まで（ただし、土曜日、日曜日及び祝日は除く。）

(2) 受付場所

静岡県企画部東京事務所

住 所：〒102-0093 東京都千代田区平河町２－６－３都道府県会館 13館

電話番号：03-5212-9035

(3) 受付方法

郵送（ファクシミリによる受付は行いません。）又は持参

郵送による提出の場合は、必ず書留郵便で、受付期間内に受付場所に到着す

るように提出してください。

(4) 注意事項

入札参加申込書が受付期間内に提出されない場合は入札に参加できません

ので、御注意ください。

５ 内覧会

本内覧会以外の現地見学は行わないので、応札希望の方はできる限り参加し

てください。なお、内覧会に参加しなくても応札できますが、内覧会に参加しな

かったことで知り得なかった内容についてのお問い合わせ・御要望等には対応

できませんので予めご了承ください。

実施日：

１回目 令和７年９月 11日（木）午前９時 30 分から（504 号室）

令和７年９月 16日（火）午前９時 30 分から（504 号室を除く）

２回目 令和７年９月 11日（木）午前 11 時から（504号室）

令和７年９月 16日（火）午前 10 時 30 分から（504 号室を除く）

内覧できる場所：売却に係る部屋すべて及び共用部

参加方法：電話にて静岡県東京事務所（03-5212-9035）まで御連絡ください。

※参加者希望者が少数の場合は、１回目のみの実施となります。

６ 入札日時等

入札に参加できるのは、事前に入札参加申込書を提出した方のみとなります

ので、御注意ください。

なお、入札参加手続きの詳細については、「入札参加心得書」を御覧ください。

(1) 入札日時

令和７年 10 月９日（木）午前 10 時



( 2) 入札場所

都道府県会館４ 階 405 会議室

〒102-0093 東京都千代田区平河町２ －６ －３

( 3) 入札保証金

３ の入札参加申込書を受理後、県が納入通知書を発行・ 送付しますので、県

が指定する金額を県が指定する期日（ 入札受付前） までに、県が指定する金融

機関に納付し 、 納付済みの納入通知書兼領収書原本を入札時に御持参く ださ

い。

なお、 入札保証金は、 落札者以外の方には、 入札日から 30 日以内に返還し

ます。

( 4) 入札の無効事由

詳細は入札参加資格心得書第９ （ 入札の無効） を御覧く ださい。

７ 落札者との契約手続き

( 1) 契約書の提出等

落札後した日から起算して 14 日以内（ 土曜日、日曜日及び祝日を含む。） に

県が定める仮契約及び承諾書を提出していただく と と もに、 契約保証金と し

て 10％以上の金額を納付していただきます。なお、仮契約は、議会の承認後、

自動的に本契約に移行するものと します。

( 2) 売買代金の支払い

本契約移行後から起算して 30 日以内で県が指定する期日までに、 売買代金

を納付していただきます。

ただし ､落札者が指定した日までに納付できない特別の理由があると県が認

めた場合は、遅延利息を納付することを条件に売買代金の納付を遅延すること

ができます。その場合、納期限の翌日から売買代金を納付した日まで、年 10. 75

パーセント の割合（ 年 365 日当たりの割合とする。） をもって算出した金額を、

遅延利息として納付していただきます。

８ 所有権移転登記手続等

売買代金納付後、県が所有権移転登記手続を行います。なお、登録免許税及び

所有権移転後の公租公課は落札者の負担となります。

９ 用途の制限

落札者は、 買い受けた財産を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律（ 昭和 23年法律第 123 号） 第２ 条第１ 項に規定する風俗営業、 同条第５ 項

に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業、 暴力団員による不当



な行為の防止等に関する法律（ 平成３ 年法律第 77 号） 第２ 条第２ 号に規定する

暴力団の事務所及び無差別大量殺人を行った団体の規制に関する法律（ 平成 11

年法律第 147 号） 第５ 条に規定する観察処分を受けた団体の事務所の用途で使

用することはできないので御注意く ださい。

10 その他の注意事項

( 1) 手続において使用する言語及び通貨は、 日本語及び日本円に限り ます。

（ 添付・ 提示書類等が日本語以外の場合は翻訳文を添えてく ださい。）

( 2) 物件の所有について複数者による共同所有を希望する場合は、 入札にお

いて共同所有する者全員での申し込みが必要ですので、あらかじめ御相談く

ださい。

( 3) 入札保証金及び契約保証金は、 その受入期間については利子をつけませ

ん。

( 4) 物件の引渡しは、物件調書に特段の記載のない限り 、現状のままで行いま

すので、物件調書を御参照の上、５ に掲げる内覧会にできる限り参加し 、現

地の確認をしてく ださい。

( 5) 上下水道設備、 ガス設備の経年劣化による影響等については確認してい

ません。 これら設備の補修・ 移設・ 改修・ 撤去・ 再構築及びその費用負担等

については、 県は対応しません。

( 6) 建物のアスベスト については、 専門業者による調査は実施していません。

調査の費用負担とアスベスト が発見された場合の除去及びその費用負担等

については、 県は対応しません。

( 7) 建物内物品類は引渡し時の現状での引渡しとなります。

( 8) 引渡し時期は令和８ 年３ 月末ごろを予定しています。

( 9) 物件についての照会は、 物件調書作成者である住友不動産ステッ プ株式

会社法人第二営業部（ 電話番号 050-3112-0242） へお問い合わせく ださい。



入札参加心得書

（ 趣旨）

第１ この心得書には、 一般競争入札による県有地の売払いに参加を希望する

者が守らなければならない事項を定めます。

（ 入札参加者の責務）

第２ 一般競争入札による県有地の売払いに参加を希望する者（ 以下「 入札参加

希望者」 という 。） は、 この入札参加心得書のほか、 一般競争入札による県有

地の売払い応募要領（ 以下「 応募要領」 という 。） の記載事項及び現地等を熟

知の上、 入札に参加してく ださい。

（ 入札参加資格）

第３ 次に掲げる者は入札に参加することができません。

（ １ ) 公有財産に関する事務に従事する本県の職員

（ ２ ） 当該入札に係る契約等を締結する能力を有しない者及び破産者で復権

を得ない者

（ ３ ） 次のアからエのいずれかに該当する事実があった後２ 年を経過しない

者及びその者を代理人、 支配人その他の使用人又は入札代理人として使

用する者

ア 競争入札において、 その公正な執行を妨げた者又は公正な価格の成

立を害し 、 若し く は不正の利益を得るために連合した者

イ 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行すること を妨

げた者

ウ 正当な理由がなく て契約を履行しなかった者

エ 前各号のいずれかに該当する事実があった後２ 年を経過しない者を

契約の履行に当たり代理人、 支配人その他の使用人として使用した者

（ ４ ） 次のアからキのいずれかに該当する者

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（ 平成３ 年法律第

77 号。以下イにおいて「 法」 という ） 第２ 条第２ 号に該当する団体（ 以

下「 暴力団」 という 。）

イ 個人又は法人の代表者が暴力団員等（ 法第２ 条第６ 号に規定する暴

力団員（ 以下「 暴力団員」 という 。） 又は暴力団員でなく なった日から

５ 年を経過しない者をいう 。 以下同じ ） である者

ウ 法人の役員等（ 法人の役員又はその支店若し く は営業所を代表する

者で役員以外の者をいう 。） が暴力団員等である者

エ 自己、 自社若し く は第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損



害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員等を利用している者

オ 暴力団若し く は暴力団員等に対して、 資金等提供若し く は便宜供与

する等直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し 又は関与して

いる者

カ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している

者

キ 売払対象財産を取得するために、暴力団又は暴力団員等を利用して

いる者

（ ５ ） 買い受けた県有地を、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律（ 昭和 23 年法律第 122 号） 第２ 条第１ 項に規定する風俗営業、同条

第５ 項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業、暴力団

員による不当な行為の防止等に関する法律（ 平成３ 年法律第 77 号） 第

２ 条第２ 号に規定する暴力団の事務所及び無差別大量殺人を行った団

体の規制に関する法律（ 平成 11 年法律第 147 号） 第５ 条に規定する観

察処分を受けた団体の事務所の用に供しよう とする者

（ ６ ） 入札参加申込書を県が指定した期日までに提出しなかった者

（ 入札参加申込）

第４ 入札参加希望者は、県が指定する日までに、次の各号に掲げる書類を、静

岡県東京事務所に提出してく ださい。なお、指定する日までに、必要な書類を

提出しなかった者は、 入札に参加することができません。

（ １ ） 入札参加申込書

（ ２ ） 住民票（ 法人の場合は商業登記簿謄本）

（ ３ ） 誓約書（ 役員等名簿を含む ※個人の場合も作成が必要です。）

（ ４ ） 印鑑証明書

（ ５ ） 口座振替による支払及びファクスによる口座振替通知登録申出書

２ 郵送による申込は書留郵便で行い、 指定する日までに静岡県東京事務所に

到着するよう 送付してく ださい。

３ ファ クシミ リ による入札参加申込書及び関係書類の提出は認めません。

（ 内覧会）

第５ 入札対象財産の内容を熟知してもらう ため、 県が指定する日時に内覧会

を行いますので、 できる限り参加してく ださい（ 現地説明会に参加するには、

事前予約が必要です。）

２ 内覧会では、応募要領に添付した物件調書に基づき、入札対象財産の状況を

説明します。

３ 内覧会の当日において、天災その他やむを得ない事由が生じたときは、内覧

会を延期し 、 又は取り止めることがあり ます。



４ 内覧会に参加しなく ても応札できますが、 内覧会に参加しなかったことで

知り得なかった内容についてのお問い合わせ・ 御要望等には対応できません

ので予めご了承く ださい。

（ 入札時の持参書類等）

第６ 入札に参加する者（ 以下「 入札参加者」 という 。） 本人が参加する場合は、

次の各号に掲げる書類を入札当日に持参してく ださい。

（ １ ） 入札書（ 応募要領に添付した入札書の様式を使用してく ださい。）

（ ２ ） 封筒（ 外から中身が確認できるものは使用できません。）

（ ３ ） 入札保証金に係る納入通知書兼領収書（ 金融機関等の領収印が押印さ

れたもの）

（ なお、 Pay-easy（ ペイジー） を利用して納付したために領収書が発行

されなかった場合は、 支払い済みであることを確認できるもの（ 当該支

払い処理が完了したこと を示したページを印刷したもの等） を持参して

く ださい。）

（ ４ ） 印鑑（ 入札参加者本人の印鑑）

２ 入札参加者の代理人（ 以下「 代理人」 という 。） が参加する場合は、 次の各

号に掲げる書類を入札当日に持参してく ださい。

（ １ ） 入札書（ 応募要領に添付した入札書の様式を使用してく ださい。）

（ ２ ） 封筒（ 外から中身が確認できるものは使用できません。）

（ ３ ） 入札保証金に係る納入通知書兼領収書（ 金融機関等の領収印が押印さ

れたもの）

（ なお、 Pay-easy（ ペイジー） を利用して納付したために領収書が発行

されなかった場合は、 支払い済みであることを確認できるもの（ 当該支

払い処理が完了したこと を示したページを印刷したもの等） を持参して

く ださい。）

（ ４ ） 委任状（ 代理人が入札を行う 場合にのみ必要となります。）

（ ５ ） 印鑑（ 代理人の印鑑）

３ 代理人が入札を行う 場合は、 入札開始前に必ず委任状を提出してく ださい。

ただし 、 １ 人で２ 人以上の代理人を兼ねることはできません。

（ 入札保証金）

第７ 入札参加者は、入札保証金と して、入札する対象財産１ 件につき別に定め

る額を、 県が指定する日までに、 県が定める方法で納付してく ださい。

２ 入札保証金を納付した日からその返還を受ける日までの期間について、 入

札参加者は利息の支払いを請求することはできません。

（ 入札書）

第８ 入札書には入札金額、入札年月日、入札番号並びに入札参加者の住所及び



氏名（ 法人の場合は所在地、名称及び代表者名） を記入の上、押印してく ださ

い。

２ 記入に当たっては鉛筆等の容易に消去可能な筆記具は使用しないでく ださ

い。

３ 金額には算用数字を使用し 、最初の数字の前に「 金」 又は「 ￥」 の文字を記

入してく ださい。

４ 代理人が入札する場合は、入札書に入札参加者の住所・ 氏名を記入すると と

もに（ 押印は不要）、 代理人の氏名を記入し押印してく ださい。

５ 入札書は封筒（ 外から中身が確認できるものは使用できません。） に入れ密

封し 、裏面割印のう え、その外側に入札番号及び氏名（ 法人の場合はその名称

又は商号及び代表者の氏名）を記載し、代理人が入札する場合は当該代理人の

氏名を併記してく ださい。

６ 入札書を入れて密封した封筒は、県の担当者の指示に従い、入札会場に設置

された入札箱に投入してく ださい。

７ 投入した入札書の書替え、 引換え又は撤回をすることはできません。

（ 入札の無効）

第９ 次の各号の一に該当する者が行った入札は、 無効とします。

（ １ ） 入札参加資格のない者

（ ２ ） 入札保証金が所定の額に満たない者

（ ３ ） 金額その他の事項につき確認できない記載をした者

（ ４ ） 談合その他不正行為を行ったと認められる者

（ ５ ） 入札対象財産１ 件につき２ 以上の入札をした者

（ ６ ） 自己のほか、 他人の代理人を兼ねて入札をした者

（ ７ ） 入札対象財産１ 件につき２ 人以上の代理人となって入札をした者

（ ８ ） 入札参加者又は代理人の記名押印のない入札をした者

（ ９ ） 鉛筆等の容易に消去可能な筆記具を使用した入札をした者

（ 10） 予定価格未満の入札をした者

（ 11） 金額を訂正した入札をした者

（ 12） 指定した日時、 場所に入札をしなかった者

（ 13） 郵送、 電送又はファ クシミ リによる入札をした者

（ 14） 担当職員の指示に従わず入札をした者

（ 15） 委任状がなく 入札参加者の代理人として入札した者

（ 16） 前各号に定めるもののほか、 指示した条件に違反した入札をした者

（ 開札）

第 10 開札は、 入札参加者の面前で入札終了後直ちに行います。 ただし 、 入札

参加者が開札に立ち会わない場合には、 入札に関係ない県職員を立ち会わせ



て開札します。 この場合、 異議の申し立てはできません。

（ 落札者の決定）

第 11 落札者は、 県の予定価格以上、 かつ、 最高金額の入札を行った者と しま

す。

２ 県の予定価格以上、かつ、最高金額の入札を行った者が２ 人以上あるときは、

直ちにく じによって落札者を決定します。この場合において、く じを引かない

者があるときは、 入札に関係ない県職員に代わりにく じを引かせ決定します。

この場合、 異議の申し立てはできません。

３ 落札者がある時は、その者の氏名（ 名称） 及び金額を、落札者がない時はそ

の旨を、 入札参加者に直ちに口頭で公表します。

（ 入札執行の延期）

第 12 開札前において、 天災その他やむを得ない事由が生じたと きは、 入札の

執行を延期し 、 又は取り止めることがあり ます。

（ 入札保証金の返還）

第 13 入札保証金は、落札者以外の入札参加者には、入札日から 30 日以内に第

４ （ ５ ） により申出された口座に口座振込みで返還します。

２ 落札者には、 契約締結後、 入札保証金を入札日から 30 日以内に返還します

が、 落札者の申出により第 15 に規定する契約保証金の一部に充当することが

できます。なお、入札保証金を納付した日からその返還を受ける日までの期間

について、 利息を付さないものと します。

（ 契約の締結）

第 14 落札者が決定したときは、 直ちに落札者に対し 、 落札した財産に係る売

買契約（ 以下「 契約」 と いう 。） の締結について必要な事項を通知します。

２ 落札者は、 落札した日から起算して 14 日以内（ 土曜日、 日曜日及び祝日を

含む。） に仮契約を締結しなければなり ません。

３ 前項の期間内に契約を締結しないとき又は落札者の入札の無効を発見した

ときは、 その落札は効力を失います。

４ 前項の場合、 入札保証金は県に帰属し 、 落札者には返還しません。

５ 落札者は、契約関係書類及び登記関係書類の作成に当たっては、実印を用い

てく ださい。

（ 契約保証金）

第 15 落札者は、 契約を締結する時までに、 契約保証金と して売買代金の 100

分の 10 以上に相当する金額（ 円未満の端数を切上げた額。 また、 入札保証金

を契約保証金に充当した場合は、 その差額となる不足額。） を、 県が発行する

納入通知書により県が指定する日までに納付しなければなりません。

２ 契約保証金は、 売買代金完納後 30 日以内に第４ （ ５ ） により申出された口



座に口座振込みで返還しますが、 落札者の申出により売買代金の一部に充当

することができます。なお、契約保証金を納付した日からその返還を受ける日

までの期間について、 利息を付さないものとします。

（ 売買代金の支払い）

第 16 落札者は、契約締結日から起算して 30 日以内（ 土曜日、日曜日及び祝日

を含む。） で県が指定する期日までに、 売買代金を、 県が発行する納入通知書

により納付しなければなりません。 ただし ､落札者が指定した日までに納付で

きない特別の理由があると県が認めた場合は、 遅延利息を納付すること を条

件に売買代金の納付を遅延することができます。

２ 遅延利息は、 県が指定する期日の翌日から売買代金を納付した日までの期

間を対象として、年 10. 75 パーセント の割合（ 年 365 日当たり の割合とする。）

を売買代金に乗じて算出した金額（ 円未満切捨て） となり ます。

（ 契約の解除）

第 17 落札者が次の各号の一に該当する場合には、 県は契約を解除することが

できます。

（ １ ） 落札者が第 16 第１ 項の金額を納付しない場合

（ ２ ） 契約後、 契約について不正の事実が発見された場合

（ ３ ） 前各号のほか、 法令等又は契約に違反した場合

２ 前項の場合、 契約保証金は県に帰属し 、 落札者には返還しません。

（ 所有権移転登記と公租公課）

第 18 落札した財産の所有権移転登記手続は、売買代金（ 第 16 第２ 項の遅延利

息がある場合は当該遅延利息を含む。） の納付を確認した後、 買受人の請求に

より 、県が所有権移転登記手続を行います。ただし 、落札した財産が仮換地の

場合は、 換地処分登記完了後に県が所有権移転登記手続を行います。

２ 所有権移転登記手続に要する不動産登録免許税及び所有権移転後の公租公

課等は、 買受人の負担と します。

３ 落札した財産が仮換地の場合は、 換地処分に伴う 清算金の徴収金又は交付

金は、 買受人に帰属します。

（ 契約不適合責任）

第 19 買受人は、 契約締結後、 落札した財産に種類、 品質、 数量等に関して本

契約の内容に適合しない状態があること を発見しても、県に対して解除、損害

賠償、追完請求又は代金減額請求等をすることはできません。ただし 、当該契

約が消費者契約法（ 平成 12 年法律第 61 号） の適用を受ける場合については、

当該財産の引き渡しの日から２ 年間は、 履行の追完又は代金の減額のいずれ

かを請求することができます。



（ 入札結果の公表について）

第 20 入札結果については、 入札参加者数、 落札の有無、 落札金額及び落札者

の氏名を公表するとともに、一定期間、静岡県ホームページにも公開されます。

ただし 、個人（ 事業を営む個人を除く 。） が落札した場合は、落札者は「 個人」

と表示します。

２ 静岡県情報公開条例に基づく 開示請求がなされた場合には、 落札者に関す

る情報を開示することがあり ます。



入 札 書
令和 年 月 日

静岡県知事 鈴木 康友 様

入札者 住 所

氏 名

（ 名称・ 代表者名） ○印

共有者 氏 名

（ 名称・ 代表者名） ○印

代理人氏名 ○印

大塚職員住宅買受けについて、 入札参加心得書記載事項を承諾の上、

下記の金額で買い受けたいので申し 込みます。

記

（ 税抜き ）

（ 注） １ 金額は算用数字で記入し 、 最初の数字の前に「 金」 又は

「 ￥」 を 記入するこ と

２ 入札金額の訂正は行わないこ と

３ 代理人による入札の場合は、 代理人の記名押印をするこ と

４ 日付は、 記入日を記入するこ と

５ 鉛筆等の容易に消去可能な筆記具を使用し ないこ と

入札金額

百億 十億 億 千万 百万 拾万 万 千 百 拾 円



〈 本人が入札に参加する場合の記入例〉

入 札 書
令和７ 年 10 月９ 日

静岡県知事 鈴木 康友 様

入札者 住 所 東京都千代田区平河町２ －６ －３

氏 名 静岡 太郎

（ 名称・ 代表者名） ○印

共有者 氏 名

（ 名称・ 代表者名） ○印

代理人氏名 ○印

大塚職員住宅買受けについて、 入札参加心得書記載事項を承諾の上、

下記の金額で買い受けたいので申し 込みます。

記

（ 税抜き ）

（ 注） １ 金額は算用数字で記入し 、 最初の数字の前に「 金」 又は

「 ￥」 を 記入するこ と

２ 入札金額の訂正は行わないこ と

３ 代理人による入札の場合は、 代理人の記名押印をするこ と

４ 日付は、 記入日を記入するこ と

５ 鉛筆等の容易に消去可能な筆記具を使用し ないこ と

入札金額

百億 十億 億 千万 百万 拾万 万 千 百 拾 円

￥ ３ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

印

記入日を

記入

住所・ 氏名 実印

入札金額記入



〈 代理人が入札に参加する場合の記入例〉

入 札 書
令和７ 年 10 月９ 日

静岡県知事 鈴木 康友 様

入札者 住 所 東京都千代田区平河町２ －６ －３

氏 名 静岡 太郎

（ 名称・ 代表者名） ○印

共有者 氏 名

（ 名称・ 代表者名） ○印

代理人氏名 東京 次郎 ○印

大塚職員住宅買受けについて、 入札参加心得書記載事項を承諾の上、

下記の金額で買い受けたいので申し 込みます。

記

（ 税抜き ）

（ 注） １ 金額は算用数字で記入し 、 最初の数字の前に「 金」 又は

「 ￥」 を 記入するこ と

２ 入札金額の訂正は行わないこ と

３ 代理人による入札の場合は、 代理人の記名押印をするこ と

４ 日付は、 記入日を記入するこ と

５ 鉛筆等の容易に消去可能な筆記具を使用し ないこ と

入札金額

百億 十億 億 千万 百万 拾万 万 千 百 拾 円

￥ ３ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

印

記入日を

記入

住所・ 氏名

入札者の押印は不要

委任状と同じ印（ 認印可）

入札金額記入



委 任 状

一切の権限を委任し ます。

記

委任事項 静岡県 における

令和７ 年度大塚職員住宅買受けの入札について

委任期日 令和 年 月 日

令和 年 月 日

住 所

氏 名

（ 名称・ 代表者名） ○印

共有者 氏 名

（ 名称・ 代表者名） ○印

代理人の印

私は、 を代理人と 定め、 下記事項を処理する



委 任 状

一切の権限を委任し ます。

記

委任事項 静岡県 における

令和７ 年度大塚職員住宅買受けの入札について

委任期日 令和７ 年 10 月９ 日

令和７ 年 10 月９ 日

住 所 東京都千代田区平河町２ －６ －３

氏 名 静岡 太郎

（ 名称・ 代表者名） ○印

共有者 氏 名

（ 名称・ 代表者名） ○印

代理人の印

私は、 東京 次郎 を代理人と 定め、 下記事項を処理する印

代理人の印：

入札書と同じ印

（ 認印可）

代理人の住所・ 氏名

印

入札日と同日

入札日と同日

購入希望者の住所・ 氏名

購入希望者の実印



県有財産売買仮契約書(案)

売払人 静岡県（ 以下「 甲」 という 。） と 、 買受人 （ 以下

「 乙」 という 。） とは、 次の条項により 、 県有財産の売買契約を締結する。

（ 信義誠実の義務）

第１ 条 甲及び乙は、信義を重んじ 、誠実にこの契約を履行しなければならない。

（ 売買物件）

第２ 条 甲は、 別紙１ に掲げる所有する物件(契約締結時において土地に付随し 、

あるいは定着するもの（ 無価値の建物を含む。） 一切を含む。以下「 当該物件」

という 。 ) を現状有姿により乙に売り渡し 、 乙は、 これを買い受けるものとす

る。

（ 売買代金の額）

第３ 条 当該物件の売買代金は、金 円（ 内消費税相当額及び地方消

費税相当額 円を含む。） とする。

（ 契約保証金）

第４ 条 乙が売買代金を甲の指定する期日までに納付した場合、 甲は乙が既に

納付済みの契約保証金 円を乙に返還しなければならない。 ただし 、

乙が契約保証金を売買代金の一部に充当するよう 甲に申し出たときは、 契約

保証金を売買代金の一部に充当することができる。

２ 契約保証金には、 利子を付さない。

３ 乙が第５ 条第１ 項に規定する義務を履行しないため、第 13 条第１ 項の規定

により 、 甲がこの契約を解除したときは、 契約保証金は甲に帰属する。

（ 売買代金の納付方法等）

第５ 条 乙は、 売買代金(前条第１ 項ただし書の規定により 、 乙が契約保証金を

売買代金の一部に充当する場合は、 充当する契約保証金を売買代金から控除

した金額)を、 甲が発行する納入通知書により 、 本契約成立後の甲が指定する

期間内に、 甲が指定する金融機関に納付しなければならない。

２ 前項に定める納期限までに乙が納付できない特別の理由があり 、 甲がやむ

を得ないと認めた場合は、 その納期限の翌日から売買代金を納付した日まで、

年 10. 75 パーセント の割合(年 365 日当たり の割合とする。 )をもって算出し

た金額を、 乙は遅延利息として甲に支払わなければならない。

（ 所有権の移転及び登記の嘱託）

第６ 条 当該物件の所有権は、 売買代金を完納した日に移転するものとする。

２ 所有権移転登記は、売買代金完納後、乙の請求に基づき甲が所轄法務局に嘱

託して行う ものと し 、 これに要する登録免許税その他の経費は乙の負担とす

る。

（ 当該物件の引渡し ）

第７ 条 甲は、当該物件の所有権が乙に移転した後、甲乙双方が定める日に、そ

収入

印紙



の所在する場所において乙に引き渡すものとする。

（ 特則）

第８ 条 この契約は仮契約であって、 議会の議決に付すべき契約及び財産の取

得又は処分に関する条例（ 昭和 39 年静岡県条例第 18条） による静岡県議会

の議決を経た時に本契約が成立したものとする。

２ 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当した場合は、契約を解除することがで

きる。

一 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（ 平成３ 年法律第 77 号。

以下「 法」 という 。） 第２ 条第２ 号に該当する団体（ 以下「 暴力団」 という 。）

二 個人又は法人の代表者が暴力団員等（ 法第２ 条第６ 号に規定する暴力団員

（ 以下「 暴力団員」 という 。） 又は暴力団員でなく なった日から５ 年を経過

しない者をいう 。 以下同じ。） である者

三 法人の役員等(法人の役員又はその支店若し く は営業所を代表する者で役

員以外の者をいう 。 )が暴力団員等である者

四 自己、 自社若し く は第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

与える目的をもって暴力団の利用等をしている者

五 暴力団若し く は暴力団員等に対して、資金等提供若し く は便宜供与する等

直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し又は関与している者

六 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者

七 当該物件を取得するために、 暴力団又は暴力団員等を利用している者

八 当該物件を、 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（ 昭和

23 年法律第 122 号） 第２ 条第１ 項に規定する風俗営業、 同条第５ 項に規定

する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業、暴力団の事務所及び無差

別大量殺人を行った団体の規制に関する法律（ 平成 11 年法律第 147 号） 第

５ 条に規定する観察処分を受けた団体の事務所の用に供したとき。

３ 甲は、前項に規定する事項について必要があると認めるときは、当該物件に

ついて、実地に調査し 、又は所要の報告を求めることができる。この場合、乙

は、 その調査を拒み、 妨げ、 又は報告を怠ってはならない。

（ 違約金）

第９ 条 前条第２ 項の規定により この契約が解除された場合においては、 乙は

売買代金の３ 割に相当する金額を、 違約金と して甲に支払わなければならな

い。

（ 公租公課の負担責任）

第 10条 所有権移転登記完了後における当該物件の公租公課その他一切の賦課

金は、 乙が負担しなければならない。

（ 危険負担）

第 11 条 当該物件の引渡し前に、天災地変その他甲乙のいずれの責にも帰すこ

とのできない事由によって、当該物件が滅失し 、甲がこれを引き渡すことがで

きなく なったときは、乙は売買代金の支払いを拒むことができ、甲又は乙はこ

の契約を解除することができる。

２ 当該物件の引渡し前に、前項の事由によって当該物件が損傷したときは、甲



は、本物件を修補し又は修補に要する費用を減額した上で、乙に引渡すものと

する。この場合、甲の修復行為又は修補金額の算出等によって引渡しが第７ 条

により定めた期日を超えても、乙は甲に対し 、その引渡し延期について異議を

述べることはできない。 この場合、 第５ 条の売買代金の納付期限については、

甲乙協議の上延期することができる。

３ 甲は、前項の修補が著し く 困難なとき又は過大な費用を要するときは、この

契約を解除することができるものとし 、乙は、本物件の損傷により契約の目的

が達せられないときは、 この契約を解除することができる。

４ 第１ 項又は前項によってこの契約が解除された場合、甲は、受領済の金員を

無利息で乙に返還する。

（ 契約不適合責任）

第 12 条 乙は、 本契約を締結した後において、 売買物件に種類、 品質、 数量等

に関して本契約の内容に適合しない状態があること を発見しても、 甲に対し

て解除、損害賠償、追完請求又は代金減額請求等をすることはできないものと

する。 ただし 、 当該契約が消費者契約法(平成 12 年法律第 61 号)の適用を受

ける場合は、甲は、当該物件引き渡しの日から２ 年間、履行の追完をする責任

又は代金の減額をする責任のみを負う ものとする。

（ 契約の解除等）

第 13 条 甲乙いずれか一方がこの契約に違反したと きは、 その相手方は、 いつ

でもこの契約を解除することができる。

２ 前項又は第８ 条第２ 項の規定により 、この契約が解除されたときは、乙は当

該物件を直ちに原状に回復し 、 速やかに甲に返還しなければならない。

３ 第１ 項又は第８ 条第２ 項の規定により 、 この契約が解除された場合におい

て、解除した者に損害が生じたと きは、その相手方は直ちにその損害を賠償し

なければならない。

４ 第４ 条に規定する契約保証金及び第９ 条に規定する違約金は、 前項に規定

する損害賠償の予定又はその一部と解釈しない。

（ 合意管轄）

第 14 条 この契約に関する訴訟については、東京地方裁判所を管轄裁判所とす

ることに合意する。

（ 定めのない事項の処理）

第 15 条 この契約に定めのない事項については、 法令の定めるところによるも

ののほか、 甲乙双方協議の上処理するものとする。

上記契約の成立を証するため、 この契約書２ 通を作成し、 甲乙記名押印の上、

各自その１ 通を所持する。



令和 年 月 日

（ 甲） 東京都千代田区平河町２ 丁目６ 番３ 号

静岡県東京事務所長 内藤 信一

（ 乙）



別紙１

売買物件一覧

対象財産 地目 床面積 敷地権割合 土地公簿面積

豊島区西巣鴨一丁目 2603 番１ の 83

コープ野村大塚 303 号室
居宅 54. 69 ㎡ 10 万分の 777

2, 717. 59 ㎡

豊島区西巣鴨一丁目 2603 番１ の 84

コープ野村大塚 304 号室
居宅 54. 69 ㎡ 10 万分の 777

豊島区西巣鴨一丁目 2603 番１ の 85

コープ野村大塚 503 号室
居宅 54. 69 ㎡ 10 万分の 777

豊島区西巣鴨一丁目 2603 番１ の 86

コープ野村大塚 504 号室
居宅 54. 69 ㎡ 10 万分の 777

豊島区西巣鴨一丁目 2603 番１ の 87

コープ野村大塚 703 号室
居宅 54. 69 ㎡ 10 万分の 777

豊島区西巣鴨一丁目 2603 番１ の 88

コープ野村大塚 704 号室
居宅 54. 69 ㎡ 10 万分の 777

豊島区西巣鴨一丁目 2603 番１ の 88

コープ野村大塚 707 号室
居宅 60. 20 ㎡ 10 万分の 868



承 諾 書

私は、 下記県有地の買受けにつき、 物件調書及び現地を確認の上、 現状により 買受け

ることを承諾します。

記

令和 年 月 日

静岡県東京事務所長 内藤 信一 様

住 所

氏 名

(名称・ 代表者名)

共有者 氏 名

(名称・ 代表者名)

対象財産 地目 床面積 敷地権割合 土地公簿面積

豊島区西巣鴨一丁目 2603 番１ の 83

コープ野村大塚 303 号室
居宅 54. 69 ㎡ 10 万分の 777

2, 717. 59 ㎡

豊島区西巣鴨一丁目 2603 番１ の 84

コープ野村大塚 304 号室
居宅 54. 69 ㎡ 10 万分の 777

豊島区西巣鴨一丁目 2603 番１ の 85

コープ野村大塚 503 号室
居宅 54. 69 ㎡ 10 万分の 777

豊島区西巣鴨一丁目 2603 番１ の 86

コープ野村大塚 504 号室
居宅 54. 69 ㎡ 10 万分の 777

豊島区西巣鴨一丁目 2603 番１ の 87

コープ野村大塚 703 号室
居宅 54. 69 ㎡ 10 万分の 777

豊島区西巣鴨一丁目 2603 番１ の 88

コープ野村大塚 704 号室
居宅 54. 69 ㎡ 10 万分の 777

豊島区西巣鴨一丁目 2603 番１ の 89

コープ野村大塚 707 号室
居宅 60. 20 ㎡ 10 万分の 868



一般競争入札(県有地売払い)参加申込書

令和 年 月 日

静岡県東京事務所 内藤 信一 様

申込人 住 所

氏 名 ○印

(名称・ 代表者名)

電 話 番 号

【 共有名義の場合】 共有者の氏名

(名称・ 代表者名) ○印

一般競争入札(県有地売払い)に参加したいので、 現況及び物件調書を確認並びに、 応募

要領等を熟知のう え、 入札参加を申し込みます。

※ 申込人の「 住民票」 (法人の場合は法人登記簿謄本)、別添「 誓約書」 (役員等名簿を添付)、「 印鑑証

明書」 及び「 口座振替による支払い及びファ ッ クスによる口座振替通知登録申出書」 を必ず添付して

く ださい。



誓 約 書

□ 私

□ 当社又は当団体

は、 下記１ 及び２ のいずれにも該当せず、 将来においても該当しないことを誓約し

ます。

この誓約が虚偽であり 、 又はこの誓約に反したことにより 、 当方が不利益を被る

こと となっても、 異議は一切申し立てません。

また、 貴職において必要と判断した場合に、 別紙役員等名簿により提出する当方

の個人情報を警察に提供することについて同意します。

記

１ 契約等の相手方と して不適当なものとして次に掲げるもの

( 1) 暴力団（ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３ 年法律第 77

号。 以下「 法」 という 。 )第２ 条第２ 号に規定する暴力団をいう 。 以下同じ 。 )

( 2) 暴力団員等（ 暴力団員（ 法第２ 条第６ 号に規定する暴力団員をいう 。 以下同

じ 。 )又は暴力団員でなく なった日から５ 年を経過しない者をいう 。 以下同じ 。 )

( 3) 自己、 自社若し く は第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える

目的をもって、 暴力団又は暴力団員等を利用するなどしているもの

( 4) 役員等が、 暴力団又は暴力団員等に対して財産上の利益の供与又は不当に有利

な取扱いをする等直接的かつ積極的に暴力団の維持又は運営に協力し 、 又は関与

しているもの

( 5) 役員等が、 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している

もの

( 6) 売払対象財産を取得するために、 暴力団又は暴力団員等を利用しているもの

２ 契約の相手方として不適当な行為をするものと して次に掲げるもの

( 1) 暴力的な要求行為を行う もの

( 2) 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う もの

( 3) 取引に関して脅迫的な言動をし 、 又は暴力を用いる行為を行う もの

( 4) 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う もの

( 5) その他前各号に準ずる行為を行う もの

静岡県東京事務所 内藤 信一 様

住 所

氏 名

(名称・ 代表者名)

共有者 氏 名

(名称・ 代表者名)

※添付書類： 役員等名簿



別添「 役員等名簿」 (※誓約書添付資料)

役 員 等 名 簿

所在地

会社名

作成担当者

連絡先

１ 本様式に記載の個人情報を貴職が警察に照会することに異議あり ません。

２ 虚偽の記載等を行った場合には、 競争入札参加資格の取消し並びに契約の

解除等がなされても異存あり ません。

令和 年 月 日

住 所

商号又は名称

氏名（ 代表者） ○印

【 共有名義の場合】 共有者の氏名

（ 名称• 代表者名） ○印

No 役職 氏名カナ 氏名漢字 生年月日 性別

例 代表取締役 ｼｽ゙ ｵｶ ｲﾁﾛｳ 静岡一郎 S35. 8. 16 男

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10



記 入 要 領

１ 記入例の下に、 役員等(法人にあっては役員及び業務を執行する社員、 取

締役、 執行役又はこれらに準ずる者をいい、 個人にあってはその者及び支配

人をいう 。 )の役職名、 氏名(カナ( ｶﾀｶﾅ) ) 、 氏名（ 漢字）、 生年月日、 性別を

記載してく ださい。

２ 提出にあたっては、 氏名、 生年月日等の個人情報が３ の目的のために提出

又は利用されることについて、 必ず当該名簿に記載されている全員の同意を

取ってく ださい。

３ 役員等名簿は、 役員等が誓約書中の１ 及び２ に該当する者であるか否かを

確認するために利用し 、 それ以外の目的のために提供又は利用するものでは

あり ません。

４ 役員等名簿には、 申請人が記名押印をしてく ださい。

５ 役員等名簿には、 申請人の印鑑に関する証明書（ 住所地の市町村長(特別

区の区長を含むものとし 、 地方自治法（ 昭和 22 年法律第 67 号） 第 252 条の 19

第１ 項の指定都市にあっては、 市長又は区長とする。 )又は登記官が作成する

ものに限る。 )を添付してく ださい。



宅地（現況）

宅地（登記簿）

都市計画区域 　市街化区域 用途地域

建 蔽 率

容 積 率

道路斜線制限 無　・　有 隣地斜線制限

北側斜線制限 無　・　有 絶対高さ制限

外 壁 後 退 壁面線の制限

準 防 火 地 域 防火地域

そ の 他

電話番号

電気 引込不可・引込可 0120-995-001

上水道 引込不可・引込可 0570-091-100

下水道 引込不可・引込可 03-5320-6511

都市ガス 引込不可・引込可 0570-002211

バス

鉄道

役所

小学校

中学校

物件調書
【　概　　要　】

所 在 地 及 び 地 番 東京都豊島区西巣鴨一丁目2603番地１

住 居 表 示 東京都豊島区西巣鴨一丁目7番20号

接面道路の幅員、
種 別 、 状 況 等

東側が幅員約９ｍ舗装特別区道32-70に接面
南西側が幅員約18ｍ舗装都道小石川西巣鴨線に接面
南側が幅員約2.5～3.4ｍ舗装特別区道32-50に接面
北側が幅員約2.2ｍ舗装特別区道32-30に接面

私 道 負 担 等 に
関 す る 事 項

―

①　第１種中高層住居専用地域

②　近隣商業地域

　指定建蔽率　①60％　 ②80％

　指定容積率　①300％　②400％

無　・　有

無　・　有

日影による中高層の建築物の制限 無　・　有

無　・　有 無　・　有

無　・　有 無　・　有

※各制限内容の詳細は、関係市区町村の建築確認担当課にお問い合わせください

事業所名

東京電力株式会社

東京都水道局

東京都下水道局

東京ガス株式会社

※引込み費用等の詳細は、上記事業所にお問い合わせください

都営バス「上池袋三丁目」停留所：物件南東方約300ｍ

ＪＲ山手線「大塚」駅：物件の北西方約750ｍ

豊島区役所：物件の北東方約1,400ｍ

豊成小学校：物件の北東方約300ｍ

巣鴨北中学校：物件の南西方約700ｍ

面 積 2717.59㎡
（登記簿面積）

地 目 土 地 の 形 状 やや不整形

高 さ の 制 限

供 給 処 理 施 設
の 状 況

交 通 機 関
（ 直 線 距 離 ）

公 共 施 設
（ 直 線 距 離 ）

法
令
に
基
づ
く
制
限
の
概
要



303 304 503 504 703 704 707

2603番の
１の83

2603番の
１の84

2603番の
１の85

2603番の
１の86

2603番の
１の87

2603番の
１の88

2603番の
１の89

54.69㎡ 54.69㎡ 54.69㎡ 54.69㎡ 54.69㎡ 54.69㎡ 60.20㎡

11,630円 11,630円 11,630円 11,630円 11,630円 11,630円 13,140円

11,628円 11,628円 11,628円 11,628円 11,628円 11,628円 12,852円

777/100,000 777/100,000 777/100,000 777/100,000 777/100,000 777/100,000 868/100,000

物件調書
【　建　　物　】

所在 東京都豊島区西巣鴨一丁目2603番地１

建物名称 コープ野村大塚

建物番号

家屋番号

構造・用途 鉄骨鉄筋コンクリート造１階建

床面積（公簿）

修繕積立金月額

管理費等月額

管理会社 野村不動産パートナーズ株式会社

管理形態 全部委託　日勤（月～金　8:00～17:00）

管理組合 有（コープ野村大塚管理組合）

建築時期 昭和53年３月28日建築

分譲会社 野村不動産株式会社

設計等 株式会社サガミ建築設計事務所

敷地権割合

土地公簿面積 2,717.59㎡

外構工事・工作物等 集会室、給排水設備、電気設備、衛生設備、ＥＶ２基、駐車場、駐輪場

◎参考事項（物件の状況、法令上の制限等に関する特記事項）

【専有部分について】

・本件建物の設備等については、経年変化及び使用に伴う性能低下、損傷、使用不

　能等があります。

・本件建物内の物品類は、引渡し時の現況での引渡しとなります。

・本件建物について、詳細なアスベスト調査は実施していません。

【一棟の建物について】

・消防法上の指摘事項があります。

※物件調書は、入札参加者が物件の概要を把握するための資料にすぎません。

　必ず入札参加者ご自身において、現地及び諸規制について確認を行ってください。

※詳細は住友不動産ステップ株式会社法人第二営業部（電話番号050-3112-0242）へお問い

　合わせください。































































1ページ

外観

キッ チン

洋室

和室



２ ページ

サービスルーム

納戸

洗面所、 脱衣所

ト イレ



３ ページ

浴室

洗面台

台所シンク


